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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注）株主資本は、米国会計基準に基づき当社株主に帰属する株主資本合計を記載しています。株主資本比率および１株当たり株主資本は、当該株主資
本合計を用いて算出しています。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 税引前四半期純利益
当社株主に帰属する四半

期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 706,186 3.8 63,767 115.1 74,567 107.7 50,798 85.2
22年3月期第3四半期 680,587 △12.2 29,648 △42.0 35,894 156.0 27,433 105.9

1株当たり当社株主に帰属する四半
期純利益

潜在株式調整後1株当たり当社株
主に帰属する四半期純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 472.60 398.51
22年3月期第3四半期 273.70 233.26

総資産 資本合計（純資産） 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 8,529,358 1,316,964 1,295,765 15.2 12,054.84
22年3月期 7,739,800 1,316,461 1,298,684 16.8 12,082.56

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
平成23年 3月期の配当予想額は未定です。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 75.00 75.00
23年3月期 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― ―

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
業績予想において、非継続事業からの損益は予想することが困難であるため、営業利益および税引前当期純利益は開示していません。 

営業収益 当社株主に帰属する当期純利益
1株当たり当社株主に帰

属する当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 920,000 0.0 67,000 77.5 623.33



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいてい
ますが、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等
については、【添付資料】７ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
 
2．金融サービス事業を中心に不動産関連事業、投資関連事業等グループで多角的な事業展開を行っています。これらの事業特性から、国内・海外の経
済情勢や事業環境の変化、市場動向などの影響を強く受けるため、業績見通し等を行うことが困難になってきています。このため、配当に関しては業績が
確定した時点で開示させていただきます。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】８ページ「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 110,234,024株 22年3月期  110,229,948株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  2,744,826株 22年3月期  2,745,701株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 107,486,555株 22年3月期3Q 100,228,619株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 
 

第３四半期連結累計期間の経営成績 

 

  前第３四半期 

連結累計期間 

当第３四半期 

連結累計期間 

増減 増減率 

営業収益 (百万円) 680,587 706,186 25,599 4％

税引前四半期純利益 (百万円) 35,894 74,567 38,673 108％

当社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 27,433 50,798 23,365 85％

１株当たり当社株主に帰属する 

四半期純利益（基本的） (円) 273.70 472.60 198.90 73％

（希薄化後） (円) 233.26 398.51 165.25 71％

ＲＯＥ*（株主資本四半期純利益率、年換算） (％) 3.0 5.2 2.2 － 

ＲＯＡ（総資本四半期純利益率、年換算） (％) 0.45 0.83 0.38 － 
 

*ＲＯＥ（株主資本四半期純利益率、年換算）は、米国会計基準に基づき、当社株主資本合計を用いて算出しています。 

 

＜経済環境＞ 

 

世界経済は緩やかな回復過程にありますが、各国でペースは異なります。新興国では堅調に景気拡大が続い

ています。一方、先進国では積極的な金融緩和が継続されており、株価が上昇していますが、景気改善の動

きに力強さはありません。 
 

米国経済は量的緩和や減税により緩やかに回復しています。住宅投資は依然低調で、景気の本格回復には遠

いものの、企業業績が回復し、個人消費も上向き傾向にあります。 
 

アジア新興国の経済は安定的に成長を続けています。特に中国については、内外需ともに拡大しています。

インフレが懸念され、金融政策の基本方針が「適度に緩和的」から「穏健」に切り替えられ、インフレ抑制

の方向に政策の優先順位がシフトしました。 
 

日本経済は、足踏み状態が続いています。失業率が高止まりし、エコカー補助金の打ち切り等により消費も

縮小しています。一方、企業業績の回復が続き生産が増加するなど、一部に明るい動きもあり、景気の落ち

込みは回避されています。 

 

＜業績総括（平成 22 年 4 月 1日から平成 22 年 12 月 31 日まで）＞ 

 

当第３四半期連結累計期間の営業収益は、前年同期の 680,587 百万円に比べて 4％増の 706,186 百万円にな

りました。当連結会計年度より変動持分事業体（ＶＩＥ）の連結にかかる新会計基準（８ページ参照）を適

用した結果、新たに連結対象となったＶＩＥが増えたことにより、「貸付金および有価証券利息」が前年同期

に比べて増加しました。一方、「不動産販売収入」はマンション分譲事業での引き渡し戸数の減少により前年

同期に比べて減少しました。 

 

営業費用は、前年同期並みの 642,419 百万円になりました。上述の新会計基準を適用したことにより、「支払

利息」が前年同期に比べて増加しました。一方、「貸倒引当金繰入額」が大きく減少したほか、上述のとおり

引き渡し戸数の減少により「不動産販売原価」が、オリックス・クレジット株式会社とオリックス証券株式

会社が連結子会社でなくなったことにより「販売費および一般管理費」がそれぞれ前年同期に比べて減少し

ました。 

 

「持分法投資損益」は、関連会社の会社更生法申請に伴う損失計上などを計上した前年同期に比べて、主に

アジア地域における持分法適用関連会社の貢献もあり当第３四半期連結累計期間は 9,237 百万円と大きく増

加しました。また、「子会社・関連会社株式売却損益および清算損」は、前年同期にオリックス・クレジット

株式会社の売却があったことなどから減少しました。 
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以上のことから、当第３四半期連結累計期間の税引前四半期純利益は前年同期の 35,894 百万円に比べて

108％増の 74,567 百万円、当社株主に帰属する四半期純利益は前年同期の 27,433 百万円に比べて 85％増の

50,798 百万円になりました。 

 

＜セグメント別動向＞  

 

当第３四半期連結累計期間のセグメント利益は、全部門で黒字になりました。また、前年同期と比較すると、

「不動産事業部門」を除く全部門で増益となりました。 

 

なお、当社は、当第１四半期連結会計期間より上述の新会計基準に基づいて連結対象となっているＶＩＥの

一部について、当社が行う経営管理上のセグメント業績評価基準を変更したことに伴い、セグメント資産お

よび収益の測定方法を変更しました。 

 

また、経営管理区分の見直しにより、当第１四半期連結会計期間から法人金融サービス事業部門に含まれて

いた株式会社インターネット総合研究所およびオリックス株式会社の情報通信部を、投資銀行事業部門およ

びメンテナンスリース事業部門に、当第３四半期連結会計期間から投資銀行事業部門に含まれていた不動産

ファイナンス事業を不動産事業部門にそれぞれ含めて開示しています。 

 

これらの変更により、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度末も組替再表示しています（12 ペー

ジ（5）セグメント情報参照）。 

 

各セグメントの当第３四半期連結累計期間の動向は以下のとおりです。 

 

法人金融サービス事業部門 

当事業部門では、主に融資事業、リース事業、金融商品販売などの手数料ビジネスおよび環境関連ビジネス

を行っています。 

 

セグメント収益は、前連結会計年度において新規実行を抑制したことによる営業貸付金の平均残高減少に伴

い貸付金収益は減少しましたが、サンテレホン株式会社のリース債権買取および筑波リース株式会社の買収

等によるファイナンス・リース投資の増加や環境関連ビジネスにおける収益等の増加により、前年同期の

73,596 百万円に比べて 4％増の 76,561 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、貸倒引当金繰入額が大幅に減少したことにより、前年同期に比べ減少しました。新規実

行の抑制および保全強化により、不良債権の新規発生は 2009 年 3 月期の第４四半期連結会計期間以降減少し

ています。加えて、企業収益の改善により足元の景気が回復に向かいつつあることなども影響し、貸倒引当

金繰入額は減少しました。 

 

上記の結果、セグメント利益は、前年同期の 11,813 百万円の損失から 8,778 百万円の利益になりました。 

 

セグメント資産は、リース債権の買取や小口リースの新規実行増加によりファイナンス・リース投資が増加

したものの、営業貸付金残高が減少したことにより、前連結会計年度末比 11％減の 1,044,672 百万円になり

ました。 

 

メンテナンスリース事業部門 

当事業部門は、自動車事業およびレンタル事業により構成されています。自動車事業では自動車リース、レ

ンタカーおよびカーシェアリングを、レンタル事業では、測定機器・情報関連機器などのレンタルおよびリ

ースを行っています。 
 

国内企業の設備投資に未だ本格的な回復の兆しは見えず、事業環境は楽観できないものの、企業のコスト削

減ニーズ等をとらえた付加価値の高いサービスを提供することで収益は安定しています。 

 

ファイナンス・リース投資およびオペレーティング・リース資産の平均残高が前年同期に比べて減少しまし

たが、車両売却や車両メンテナンスからの収益が堅調であったことにより、セグメント収益は、前年同期の

169,980 百万円から 169,512 百万円と引き続き順調に推移しました。 

 

セグメント費用は、前年同期比でオペレーティング・リース資産の平均残高が減少したことによる減価償却
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費や支払利息等の減少により、前年同期に比べて減少しました。 

 

上記の結果、セグメント利益は、前年同期の 17,924 百万円に比べて 16％増の 20,831 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、オペレーティング・リース資産が増加したことにより、前連結会計年度末比 2％増の

524,978 百万円になりました。 

 

不動産事業部門 

当事業部門は、オフィスビル・商業施設などの開発・賃貸事業、マンション分譲事業、ホテル・ゴルフ場・

研修所等の運営事業、高齢者向け住宅の開発・運営事業、不動産投資法人（ＲＥＩＴ）の資産運用・管理事

業、不動産投資顧問業および不動産ファイナンス事業を行っています。 

 

当第３四半期連結会計期間から投資銀行事業部門に含まれていた不動産ファイナンス事業を、不動産事業部

門との一体管理による業務効率の向上を目的として当事業部門に移管しました。 

 

マンション市場は、近畿圏で供給戸数が前年同月実績を下回ったものの、契約率は首都圏、近畿圏ともに好

不調の目安となる 70％を上回るなど回復基調にあります。マンション分譲事業は、リーマンショック前から

新規開発を抑制してきた結果引き渡し戸数が前年同期の 1,098 戸から 568 戸へ減少しました。 

 

オフィスビル市場は、都心部の大型ビルにおいて空室率は横ばいで推移し、賃料も下げ止まりつつあります

が、需給改善の兆しが見えてこないことから、市況が底入れするには至っていません。しかしながら不動産

市場への資金流入は改善しつつあり、賃貸不動産の売買についても徐々に増加傾向にあります。このような

環境下、不動産投資事業は資産の回転を促進していく方針のもと、実需取引を中心に丁寧に売却を進めてい

ます。 

 

運営事業は、ホテル・旅館、ゴルフ場、研修所等施設など多様な事業で構成されており、収益は安定してい

ます。 

 

セグメント収益は、リーシング強化によるオペレーティング・リース収益の増加があったものの、マンショ

ン引き渡し戸数の減少、不動産ファイナンス事業における営業貸付金および投資有価証券（特定社債を含む）

の平均残高減少および前年同期に大型ビルの売却益を計上したことなどから、前年同期の 163,526 百万円に

比べて 13％減の 142,769 百万円になりました。セグメント費用も減少したものの、セグメント利益は、前年

同期の 11,118 百万円に比べて 68％減の 3,508 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、賃貸不動産、営業貸付金および投資有価証券（特定社債を含む）の減少により、前連結

会計年度末比 6％減の 1,584,903 百万円になりました。 

 

なお、上述のとおり当事業部門の当第３四半期連結累計期間には、不動産ファイナンス事業のセグメント資

産 522,597 百万円およびセグメント損失 675 百万円が含まれています。 

 

投資銀行事業部門 

当事業部門では、サービサー（債権回収）事業、プリンシパル・インベストメント事業、Ｍ＆Ａアドバイザ

リー事業、ベンチャーキャピタル事業および証券業を行っています。 

 

国内経済に回復の兆しが見られ、クロスボーダーでの企業の合併・買収の動きが見られます。また、不良債

権投資は国内外の金融規制の変化を捉えて対処していく必要があります。 

 

セグメント収益は、サービサー事業での貸付金収益の増加等により、前年同期の 48,046 百万円に比べて 3％

増の 49,347 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、有価証券評価損が増加したものの、前連結会計年度に売却した連結子会社の影響等によ

り、前年同期に比べ販売費および一般管理費等が減少しました。 

 

持分法投資損益は、前第１四半期連結会計期間に関連会社の会社更生法申請による損失計上がありましたが、

当第３四半期連結累計期間では利益を計上しています。 
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上記に加え、キュービーネット株式会社の株式売却による子会社株式売却益の計上もあり、セグメント利益

は、前年同期の 16,699 百万円の損失から 10,885 百万円の利益になりました。 

 

セグメント資産は、前連結会計年度末並みの 476,715 百万円になりました。 

 

リテール事業部門 

当事業部門は、生命保険事業、信託銀行事業、関連会社のカードローン事業およびオンライン証券事業によ

り構成されています。 

 

生命保険事業では、運用損益は引き続き堅調に推移しており、保険関連損益も新商品の契約数増加により順

調に伸びています。 

 

信託銀行事業では、営業貸付金の増加により資産は 1兆円を超え、収益、利益ともに拡大しています。また、

インターネット経由での預金も順調に増加しています。 

 

カードローン事業およびオンライン証券事業からのセグメント収益および費用は、前連結会計年度における

子会社株式の譲渡および株式交換以降、持分法投資損益としてセグメント利益に計上されています。なお、

カードローン事業は、前第２四半期連結会計期間に子会社株式売却益を計上しています。 

 

上記の結果、セグメント収益は、前年同期の 116,702 百万円に比べて 6％減の 109,538 百万円になりました

が、主に販売費および一般管理費や貸倒引当金繰入額などのセグメント費用が減少したことにより、セグメ

ント利益は、前年同期の 19,942 百万円に比べて 6％増の 21,067 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、投資有価証券や信託銀行事業における営業貸付金が増加したため、前連結会計年度末比

5％増の 1,657,021 百万円になりました。 

 

海外事業部門 

当事業部門は、米州およびアジア・大洋州・欧州における、リース事業、融資事業、債券投資事業、投資銀

行事業、不動産関連事業、船舶・航空機関連事業により構成されています。 

 

米州地域では、住宅市場の低迷や失業率が高水準で推移するなど依然として不安要素があるものの、景気回

復の兆しが見られます。一方、好調を維持しているアジア地域は、引き続き高い成長が期待されています。 

 

セグメント収益は、米州地域での地方債の売却益やレッドキャピタル社でのローン債権の売却益があったも

のの有価証券評価益、オペレーティング・リース収益およびファイナンス・リース収益が減少したことによ

り前年同期の 135,446 百万円に比べて 5％減の 128,655 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、オペレーティング・リース原価、支払利息および米州地域での貸倒引当金繰入額や有価

証券評価損等が減少しました。これらの結果、セグメント利益は、前年同期の 28,925 百万円に比べて 7％増

の 31,037 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、主に円高の影響による減少要因もありましたが、米州地域での地方債購入による投資有

価証券の増加や航空機等のオペレーティング・リース資産の増加、アジア諸国を中心としたプライベートエ

クイティ投資等の実行により、前連結会計年度末比 7％増の 921,278 百万円になりました。 
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（2）連結財政状態に関する定性的情報 
 

財政状態の状況 

 

   
当第３四半期 

連結会計期間末

前連結会計 

年度末 
増減 増減率 

総資産           （百万円） 8,529,358 7,739,800 789,558 10％ 

 （うち、セグメント資産）  6,209,567 6,284,275 △74,708 △1％ 

負債合計       （百万円） 7,190,348 6,395,244 795,104 12％ 

 （うち、長短借入債務）  5,064,555 4,409,835 654,720 15％ 

 （うち、預金）  1,025,393 853,269 172,124 20％ 

株主資本*       （百万円） 1,295,765 1,298,684 △2,919 △0％ 

１株当たり株主資本*  （円） 12,054.84 12,082.56 △27.72 △0％ 
 
* 株主資本は米国会計基準に基づき、当社株主資本合計を記載しています。１株当たり株主資本は当該株主資本合計を

用いて算出しています。 
 

総資産は、前連結会計年度末の 7,739,800 百万円に比べて 10％増の 8,529,358 百万円になりました。当連結

会計年度より変動持分事業体（ＶＩＥ）の連結にかかる新会計基準（８ページ参照）を適用したことに伴い、

主に「営業貸付金」や「ファイナンス・リース投資」が増加しました。なお、セグメント資産は、前連結会

計年度末に比べて 1％減の 6,209,567 百万円になりました。 

 

負債は、上述の新会計基準の適用による影響により前連結会計年度末に比べて「長期借入債務」が増加しま

した。また、信託銀行事業における法人向け融資への事業拡大のため「預金」が増加しました。 

 

株主資本は、前連結会計年度末から横ばいの 1,295,765 百万円になりました。 

 

 

キャッシュ・フローの状況 

 

当第３四半期連結会計期間末の現金および現金等価物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末より

30,735 百万円減少し、608,352 百万円になりました。 

 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べて四半期純利益が増加したことや支払手形および未

払金等が増加したことに加え、「減価償却費・その他償却費」、「貸倒引当金繰入額」および「持分法投資損益

（貸付利息を除く）」のような資金の動きを伴わない損益を加減した結果、前年同期の 99,049 百万円から当

第３四半期連結累計期間は 101,914 百万円へ資金流入が増加しました。 

 

投資活動によるキャッシュ・フローは、リース債権買取等の影響で「リース資産の購入」が増加したことや

「子会社売却(売却時現金控除後)」が減少したことにより、前年同期の 396,220 百万円から当第３四半期連

結累計期間は 171,218 百万円へ資金流入が減少しました。 

 

財務活動によるキャッシュ・フローは、新株発行による調達額が前年同期に比べて減少したことなどにより、

前年同期の 276,376 百万円から当第３四半期連結累計期間は 294,373 百万円へ資金流出が増加しました。 

 

 

* 米国会計基準のキャッシュ・フロー区分に基づき、顧客への営業貸付金の実行および元本回収（売却予定の営業貸付

金の実行および元本回収は除く）は「投資活動によるキャッシュ・フロー」に含めております。 
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（3）連結業績予想に関する定性的情報 
 

当連結会計年度の見通し 

 

法人金融サービス事業部門の回復のペースが早まっていること、海外事業部門の業績が好調であることを主

因として、平成 23 年 3月期通期の連結業績見通しにおける当社株主に帰属する当期純利益は、期初見通しの

57,000 百万円（平成 22 年 3 月期比 51％増）を 10,000 百万円程度上回る見通しです。 

 

なお、セグメント毎の利益は次のとおり予想しており、全セグメントの黒字化を見込んでいます。 

 

法人金融サービス事業部門では、「金融＋サービス」の拡大と顧客ベースの拡充に加え、貸倒引当金繰入額や

販売費および一般管理費の減少により、黒字化を見込んでいます。 

 

メンテナンスリース事業部門では、サービスメニューの強化とグループの横串施策の推進で、法人の設備投

資需要が落ち込む厳しい事業環境下においても、利益の増加を見込んでいます。 

 

不動産事業部門では、賃貸物件の利回り向上と住宅関連事業の収益性改善により、利益の増加を見込んでい

ます。 

 

投資銀行事業部門では、サービサー機能の活用や事業投資の推進により、黒字化を見込んでいます。 

 

リテール事業部門では、平成 22 年 3 月期に子会社株式売却による利益を計上したため減益を見込みますが、

これを除いた部分では増益を見込んでいます。これは生命保険事業の商品ラインナップの拡充等による利益

増大や信託銀行事業の法人向け融資拡大によるものです。同セグメントは重要セグメントとして成長期に入

っており、更なる拡大を目指します。 

 

海外事業部門では、米州地域は高い専門性を活用し「金融＋サービス」の拡大を図るとともに、Ｍ＆Ａを含

め積極的に業容を拡大していきます。一方、アジア・大洋州地域は好調なアジア経済を背景に増益を見込み、

全体としては高い水準を維持していきます。 

 

なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合

理的であると判断する一定の前提に基づいていますが、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。これらの業績見通し等に依拠することはお控えくださるようお願いいたします。 

 

業績見通し等と異なる結果を生じさせる原因となる要素は、当社が関東財務局長に提出しています有価証券

報告書の「事業等のリスク」、アメリカ合衆国証券取引委員会（ＳＥＣ）に提出しています Form 20-Ｆによ

る報告書の「リスク要因（Risk Factors）」に記載されていますが、これらに限られるものではありません。 
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2. その他の情報 
 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

 

該当事項はありません。 

 

 

(2) 簡便な会計処理および特有の会計処理の概要 

 

該当事項はありません。 

 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

平成 22 年 4月 1日より、米国財務会計基準書第 166 号（金融資産の譲渡に関する会計処理－基準書第 140

号の改訂）（会計基準書アップデート第 2009-16 号（会計基準編纂書 860（譲渡およびサービシング））） を

適用しています。このアップデートは、適格ＳＰＥの概念を削除し、適格ＳＰＥである変動持分事業体に関

する会計基準編纂書 810-10（連結－変動持分事業体）の適用除外規定を廃止しています。また、会計基準編

纂書 860 で用いられている財務構成要素アプローチを修正し、譲渡人が金融資産の一部について消滅を認識

する状況を限定しています。 

平成 22 年 4月 1日より、米国財務会計基準書第 167 号（米国財務会計基準審議会解釈指針第 46 号（2003 年

12 月改訂）（会計基準編纂書 810-10（連結－変動持分事業体））の改訂） （会計基準書アップデート第 2009-17

号（会計基準編纂書 810（連結）））を適用しています。このアップデートは、適格ＳＰＥである変動持分

事業体に関する解釈指針第 46 号（2003 年 12 月改訂）（会計基準編纂書 810-10）の適用除外規定を廃止して

います。また、変動持分事業体の主たる受益者の特定にあたっては定性的な分析を行うことを求めており、

以下の両方の特徴を保有している企業が変動持分事業体を連結すべき主たる受益者に該当することになりま

す。 

・ 変動持分事業体の経済的パフォーマンスに最も重要な影響を与える事業体の活動に対する影響力 

・ 変動持分事業体にとって潜在的に重要な損失を吸収する義務あるいは変動持分事業体にとって潜在的に

重要な利益を享受する権利 

さらに、このアップデートは、企業が変動持分事業体の主たる受益者に該当するか否かについて継続的に再

評価することを求めています。 

これらのアップデートの適用が当社および子会社の財政状態に与えた影響額は、適用日における連結貸借対

照表上、資産合計が 1兆 1,474 億円の増加、負債合計が 1兆 1,690 億円の増加、利益剰余金（税効果控除後）

が 225 億円の減少でした。 

上記のとおり、変動持分事業体の連結により総資産および負債は増加しますが、投資から得られる資金収支

や経済的効果は変わりません。また、当該負債の債権者は、当社および子会社の他の資産に対しての請求権

を持っていません。 
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3.　四半期連結財務諸表等

(1)   四半期連結貸借対照表 (米国会計基準)
  　(単位:百万円)

（平成22年12月31日） （平成22年3月31日） （平成22年12月31日） （平成22年3月31日）

現金および現金等価物 608,352 639,087 短期借入債務 483,205 573,565

使途制限付現金 118,467 77,486 預金 1,025,393 853,269

定期預金 1,987 548 支払手形および未払金等 305,810 311,113

ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ投資 844,972 756,481 未払費用 106,908 101,917

営業貸付金 3,078,909 2,464,251 保険契約債務 395,971 409,957

貸倒引当金 △ 165,708 △ 157,523 未払法人税等 166,678 183,674

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ投資 1,234,967 1,213,223 受入保証金 125,033 125,479

投資有価証券 1,125,650 1,104,158 長期借入債務 4,581,350 3,836,270

その他営業資産 237,340 186,396 (負債合計) 7,190,348 6,395,244

関連会社投資 396,689 409,711 償還可能非支配持分 22,046 28,095

その他受取債権 200,813 210,521 契約債務および偶発債務

棚卸資産 141,842 153,256

前払費用 49,003 45,420 資本金 143,953 143,939

社用資産 103,331 96,831 資本剰余金 179,154 178,661

その他資産 552,744 539,954 利益剰余金 1,124,573 1,104,779

その他の包括利益累計額 △ 102,696 △ 79,459

自己株式（取得価額） △ 49,219 △ 49,236

(当社株主資本合計) 1,295,765 1,298,684

非支配持分 21,199 17,777

(資本合計) 1,316,964 1,316,461

資産合計 8,529,358 7,739,800 負債・資本合計 8,529,358 7,739,800

(注) 1. その他の包括利益累計額内訳  (単位:百万円)

未実現有価証券評価損益 9,245 7,495

確定給付年金制度 △ 8,942 △ 9,092

為替換算調整勘定 △ 102,645 △ 77,651

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益 △ 354 △ 211

△ 102,696 △ 79,459

     2. 平成22年4月1日より、会計基準書アップデート第2009-17号（会計基準編纂書810-10（連結））を適用しています。連結されている変動持分事

   業体の資産のうち当該事業体の債務を決済することのみに使用できるもの、および負債のうち債権者または受益権者が当社または子会社の他の資

   産に対する請求権をもたないものは、以下のとおりです。

(単位:百万円)

当第３四半期 当第３四半期

連結会計期間末 連結会計期間末

現金および現金等価物 13,205 短期借入債務 2,141

ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ投資（貸倒引当金控除後） 245,524 支払手形および未払金等 12,275

営業貸付金（貸倒引当金控除後） 872,737 受入保証金 7,208

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ投資 187,875 長期借入債務 1,180,303

投資有価証券 28,437 その他 8,594

関連会社投資 16,759 1,210,521

その他 123,608

1,488,145

前連結会計年度末にかかる

連結会計期間末

当第３四半期

要約連結貸借対照表

連結会計期間末 要約連結貸借対照表 連結会計期間末 要約連結貸借対照表

当第３四半期 前連結会計年度末にかかる 当第３四半期 前連結会計年度末にかかる
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(2)   四半期連結損益計算書 (米国会計基準)

　　　(単位:百万円)

（自　平成21年  4月 1日 （自　平成22年  4月 1日

至　平成21年 至　平成22年

営 業 収 益 88 104

ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ収益 76 101

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ収益 97 103

貸付金および有価証券利息 67 124

有価証券等仲介手数料および売却益 - 114

生命保険料収入および運用益 95 103

不動産販売収入 76 66

賃貸不動産売却益 12 84

その他の営業収入 93 101

営 業 費 用 90 99

支払利息 80 150

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ原価 99 98

生命保険費用 87 98

不動産販売原価 65 74

その他の営業費用 86 108

販売費および一般管理費 94 92

貸倒引当金繰入額 97 39

長期性資産評価損 217 161

有価証券評価損 98 175

為替差損（△益） - -

営 業 利 益 58 215

持分法投資損益 - -

子会社・関連会社株式売却損益および清算損 - 26

税 引 前 四 半 期 純 利 益 256 208

法人税等 129 191

継 続 事 業 か ら の 利 益 857 219

非継続事業からの損益

非継続事業からの損益 13,700 11,190

法人税等 △ 4,855 △ 4,676

非継続事業からの損益（税効果控除後） 74 74

四 半 期 純 利 益 206 176

非 支 配 持 分 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 61 33

償還可能非支配持分に帰属する四半期純利益 881 87

当 社 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 206 185

     とともに、当該事業にかかる過年度の損益を組替再表示しています。

27,433 50,798

(注) 米国財務会計基準審議会会計基準編纂書205-20（財務諸表の表示-非継続事業）に従い、非継続事業にかかる損益を独立表示する

566 185

1,842 1,601

29,841 52,584

8,845 6,514

14,898 28,497

20,996 46,070

6,069 1,563

35,894 74,567

29,648 63,767

177 9,237

10,279 18,015

1,336 △  133

48,813 18,898

3,464 5,586

111,681 120,075

166,795 153,059

67,183 65,649

34,872 25,768

62,876 94,057

143,640 141,445

200,065 202,466

650,939 642,419

35,613 23,426

2,310 1,945

12,315 14,014

83,965 86,393

205,658 212,074

102,967 127,680

680,587 706,186

37,694 38,188

12月31日） 12月31日）

金　　　　額
前年

同期比
(%)

金　　　　額
前年

同期比
(%)

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間
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(3)   四半期連結キャッシュ・フロー計算書 (米国会計基準)

(単位:百万円)

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

  (自　平成21年 4月 1日   (自　平成22年 4月 1日

   至　平成21年 12月31日)    至　平成22年 12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー:
四半期純利益 29,841 52,584 
営業活動から得た現金(純額)への四半期純利益の調整:

減価償却費・その他償却費 126,945 126,181 
貸倒引当金繰入額 48,813 18,898 
保険契約債務の減少 △ 33,403 △ 13,986 
持分法投資損益（貸付利息を除く） 1,027 △ 7,622 
子会社・関連会社株式売却損益および清算損 △ 6,069 △ 1,563 
売却可能有価証券の売却益 △ 5,128 △ 4,876 
賃貸不動産売却益 △ 2,310 △ 1,945 
賃貸不動産以外のオペレーティング・リース資産の売却益 △ 5,632 △ 7,300 
長期性資産評価損 3,464 5,586 
有価証券評価損 10,279 18,015 
使途制限付現金の減少(増加） 931 △ 8,601 
短期売買目的有価証券の増加 △ 29,363 △ 34,354 
棚卸資産の減少(増加） 24,866 △ 1,850 
その他受取債権の減少(増加) △ 1,223 6,400 
支払手形および未払金等の減少 △ 58,750 △ 13,589 
その他の増減(純額) △ 5,239 △ 30,064 

営業活動から得た現金(純額) 99,049 101,914 

投資活動によるキャッシュ・フロー:
リース資産の購入 △ 276,722 △ 412,727 
ファイナンス・リース投資の回収 257,496 284,104 
リース債権、営業貸付債権および有価証券の証券化による収入 18,183 -  
顧客への営業貸付金の実行 △ 445,595 △ 529,732 
営業貸付金の元本回収 703,797 819,086 
オペレーティング・リース資産の売却 90,951 108,763 
関連会社への投資(純額) △ 11,044 12,707 
関連会社投資の売却 12,530 1,283 
売却可能有価証券の購入 △ 286,432 △ 584,736 
売却可能有価証券の売却 143,984 266,074 
売却可能有価証券の償還 101,671 247,404 
満期保有有価証券の購入 △ 43,748 -  
その他の有価証券の購入 △ 10,384 △ 27,965 
その他の有価証券の売却 19,646 18,883 
その他営業資産の購入 △ 3,234 △ 9,546 
子会社買収(取得時現金控除後) △ 10,218 △ 21,545 
子会社売却(売却時現金控除後) 126,721 9,107 
その他の増減(純額) 8,618 △ 9,942 

投資活動から得た現金(純額) 396,220 171,218 

財務活動によるキャッシュ・フロー:
満期日が３ヶ月以内の借入債務の減少(純額) △ 54,548 △ 53,915 
満期日が３ヶ月超の借入債務による調達 734,902 1,128,316 
満期日が３ヶ月超の借入債務の返済 △ 1,195,556 △ 1,469,807 
預金の受入の増加(純額） 139,477 126,241 
新株発行 83,024 22 
親会社による配当金の支払 △ 6,261 △ 8,061 
子会社による償還可能非支配持分に対する配当金の支払 -  △ 5,961 
コールマネーの増加(減少)(純額) 21,600 △ 8,000 
その他の増減(純額) 986 △ 3,208 

財務活動に使用した現金(純額) △ 276,376 △ 294,373 

現金および現金等価物に対する為替相場変動の影響額 1,932 △ 9,494 
現金および現金等価物増加(減少)額(純額) 220,825 △ 30,735 
現金および現金等価物期首残高 459,969 639,087 
現金および現金等価物四半期末残高 680,794 608,352 
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(4)   継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(5)   セグメント情報 (米国会計基準)

事業の種類別セグメント情報 　　　(単位:百万円)

当第３四半期

連結会計期間末

（自　平成21 年 4月 1日 （自　平成22 年 4月 1日

至　平成21 年 12月31日） 至　平成22 年 12月31日）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ収益
ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益
（△損失）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ収益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産 ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産

法人金融ｻｰﾋﾞｽ事業 73,596 △ 11,813 76,561 8,778 1,178,879 1,044,672

ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾘｰｽ事業 169,980 17,924 169,512 20,831 515,716 524,978

不動産事業 163,526 11,118 142,769 3,508 1,677,402 1,584,903

投資銀行事業 48,046 △ 16,699 49,347 10,885 472,705 476,715

ﾘﾃｰﾙ事業 116,702 19,942 109,538 21,067 1,578,758 1,657,021

海外事業 135,446 28,925 128,655 31,037 860,815 921,278

707,296 49,397 676,382 96,106 6,284,275 6,209,567

四半期連結財務諸表

（連結財務諸表）との調整 △ 26,709 △ 13,503 29,804 △ 21,539 1,455,525 2,319,791

680,587 35,894 706,186 74,567 7,739,800 8,529,358

(注) 1.

2.

       

      

       
      これらの変更により、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度末も組替再表示しています。

所在地別情報　　 　　　(単位:百万円)

前第３四半期連結累計期間

日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務
諸表との調整

連結合計

営業収益 584,763 70,507 60,388 △ 35,071 680,587

税引前四半期純利益 21,200 12,674 15,720 △ 13,700 35,894

当第３四半期連結累計期間

日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務
諸表との調整

連結合計

営業収益 557,031 103,462 59,280 △ 13,587 706,186

税引前四半期純利益 54,720 13,903 17,134 △ 11,190 74,567

(注) 1. 本邦以外の区分に属する主な国または地域
　　　     米州地域・・・米国
　　     　その他海外・・・アジア地域、欧州地域、大洋州地域、中東地域

2. 上記の所在地別情報では、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益を含めています。

(6)   株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。

当社の業績評価は、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益および非支配持分に帰属する四半期純利益を加減していま
す。なお、セグメント利益には税金費用は含まれていません。

当社は、会計基準編纂書810-10（連結-変動持分事業体）に基づいて連結対象となっている変動持分事業体（ＶＩＥ）の一部について、当社が
行う経営管理上のセグメント業績評価基準を変更したことに伴い、セグメント情報における測定方法を変更しています。連結対象ＶＩＥのう
ち、ＶＩＥの資産がＶＩＥの債務等の返済にのみ使用され、ＶＩＥの負債の債権者が当社および子会社の他の資産に対する請求権を持たない
証券化のためのＶＩＥについては、セグメント資産として当該ＶＩＥの資産の合計金額ではなく、当該ＶＩＥに対する当社投資相当金額を計
上しており、これに合わせてセグメント収益として当社投資相当金額に対する収益を純額で計上しています。なお、連結対象ＶＩＥが保有す
る資産および負債に係わる損益のうち、最終的に当社が負担すべきでない損益については、セグメント損益に含まれていません。

経営管理区分の見直しにより、平成22年４月１日から法人金融サービス事業部門に含まれていた株式会社インターネット総合研究所およびオ
リックス株式会社の情報通信部を投資銀行事業部門およびメンテナンスリース事業部門に、平成22年10月１日から投資銀行事業部門に含まれ
ていた不動産ファイナンス事業を不動産事業部門にそれぞれ含めて開示しています。

(平成22年 12月31日)

ｾｸﾞﾒﾝﾄ計

連結合計

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 前連結会計年度末

(平成22年 3月31日)
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